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論文の内容の要旨

経済学の哲学的基礎づけの試み――パース的プラグマティズムの応用を通じて――

阿部晃大

本稿の目的は、哲学的基礎づけによって、現代社会の抱える課題に適切な処方箋を与

えられていないように思われる経済学の問題状況を解消することができないかを探る

ことである。論理実証主義の失敗に象徴されるように、これまで哲学理論によって科学

を基礎づけようとする様々な試みが失敗に終わってきた。しかし、必ずしもあらゆる科

学の基礎づけの不可能性が示された訳ではなく、その種の試みには十分に是非が検討さ

れていない可能性が残されているという作業仮説にたって議論は展開される。哲学的基

礎づけを試みる上で本稿が導きの糸とするのは、プラグマティズムの創始者として知ら

れる C.S.パースの発想である。
本論は、大きく 3つのパートに分かれて展開されている。
第 1のパート（2-3章）では、既存の哲学的基礎づけの試みについて議論される。
2章では、正しいものと分かるような知識の基礎を求める認識論的な基礎づけの試みにつ
いて議論され、その種の試みが、①個別的な事実にせよ普遍的な真理にせよ、それを組み

合わせることで真理の総体に到達できるような、不可謬と分かるような基礎的知識を持つ

ことができないこと、②それに従っていれば真理に到達できるような具体的な探究の規範

（知識の基準）を正しいと分かるような形で持つことができそうにないこと、が明らかに

なったことで失敗に終わったことが明らかにされる。

続く 3章では、不可謬の基礎を得られないことを前提にして展開される要請論的な基礎
づけについて検討される。要請論的な基礎づけとは、それが正しいと確信することはでき

ないものの、それが成立していないとは考えられないような基本的な事実が成立している

ことを要請した上で、それが成立する為の条件を基礎的な仮説として導入するという要請

論的論証に依拠する形で基礎づけようとする試みである。これについては、①奇跡論法に

よって科学的実在論を擁護する議論については、基礎づけが真理の探究になんら追加的な

恩恵をもたらさないために不要なコミットメントとして批判された。②U.メキの議論につ
いては、主流派経済学の実践が意義を持つことを基礎的な事実として要請することの妥当

性が疑わしいことから批判された。③批判的実在論については、要請される事実が基礎的

だと考えられるべき理由が不明確であること、選択が成功することの条件を導く推論の妥

当性が疑わしいことから批判された。既存の要請論的基礎づけについては、総じて、①要

請される事実が、それが成立していなければ都合が悪いような基礎的な事実と考えられる

ことを示せていなかったこと、そして、②要請論的な基礎づけを導入することの恩恵を妥

当な形で示すことができていなかったことが原因で失敗しており、原理的な不可能性が示

されたわけではないことが指摘される。
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第 2のパート（4-6章）では、可能性の残る哲学的基礎づけとして、パースの要請論的論
証に基づく哲学的基礎づけが批判的に検討される。

まずは 4章において、社会的統御の文脈で優先的に応用されるべき仮説として位置付け
られるものを探るという文脈に照らしたとき、知性的説得可能性がより大きいとする説を

擁護する余地があることが明らかにされる。それは端的に言えば、社会的統御の不在を望

めそうにない以上、各人の好みとは独立にすでに成立している事実のあり方に即して社会

的統御がなされることを求めることに妥当性があるということができるからである。

そのような要請から優先的に考慮されることの妥当性を擁護される基礎的哲学理論であ

るための条件（優先性の条件）として、①獲得した知識を用いて目的追求過程を効率化す

る余地を認める体系であること、②実在と対応した知識を説得に用いる余地がより大きい

ことを認める体系であること、③あらゆる経験的証拠を整合的に位置づけられる体系にな

っていること、の 3点が満たされる必要があることが明確にされる。
そして、パースの哲学理論が、このような要請論的論証と同様の要請に従って展開され

ている部分と、そのような論証からは擁護できないような過剰な要請を含む形で展開され

ている部分を併せ持っていることが指摘される。

続く 5章では、パースの哲学説が概説される。基本的にパースの哲学説が要請に従う形
で導出されており、それは解釈的でない判断を持てないことを認めつつも、自己統御的な

習慣形成を通じて実在と対応した知識を獲得しうるとするような説として結実しており、

それが優先性の条件を満たすような説であったことが説明される。また、パースの哲学説

が備えていたそのような性格は、その後十分に検討されることがなかったことや、彼の死

後の哲学史に照らすとその特異な性格が際立っていることも指摘される。

さらに 6章では、パースの哲学説をあらゆることを説明可能なことを求める過剰な要請
やそこから帰結した進化論的な宇宙論から切り離す形で再構成する作業を通じて、世界の

成立形式および認識過程の形式に関する基礎的哲学理論の特徴が一般的な経験的事実と照

らし合わせる形で説明される。そこで擁護される世界の成立形式についての主張は、不変

だが未来のあり方を確定させない普遍的に妥当する法則によって個別的事態の生成が支配

されるとするような普遍実在論であり、結合法則や因果的効力の局所性が成立しているが

ゆえに人間が目的追求過程に活かすことのできる知識を獲得する余地が大きいことを認め

るような存在論である。また、直観能力や因果力を新たに生む能力を持たない人間は、遺

伝子によって多くの機構が規定されつつも、自己統御的な形で習慣形成過程に介入するこ

とで、実在と対応した真理の獲得を含めて、様々な目的の追求に適合的な習慣を形成して

いく余地が認められる可塑的な存在とされる。このような、美的判断の探究も含めてあら

ゆる目的追求過程は常に未完性なものに留まるとされる認識過程論は、存在論的仮説とと

もに保持されることで、優先性の条件を満たすものであると論じられる。

第 3のパート（7-9章）では、6章までで構築された哲学理論を、利害の衝突の局面を含
むような社会における形式的真理をも包含した理論へと拡張したうえで、経済学への含意
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を導出することが目指される。

7章では、コモンズの制度経済学理論がパース的プラグマティズムを継承する形で展開さ
れていることが確認され、その理論があらゆる社会に普遍的に妥当する形式的真理を扱う

ものであることが明らかにされる。それは、人が統御規則に自覚的に従う自己統御的な習

慣形成過程を経なければ目的追求過程を意識的に改善できないがゆえに、社会において集

団的に目的を追求する場合に統御的システムが、単体で、あるいは、他のシステムと安定

した期待を持つことを可能にする社会関係を構成する際に、満たす必要があるような形式

についての真への仮説として位置付けられるものである。単体で満たす形式としては、統

御的システムの運動形式・運動原理・統御の機能を実現する上で用いられる力の種類や安

定性・組織度合いなどが指摘される。社会関係については、行動を遂行する義務と妨害を

回避することで実現される社会的自由を軸に考えることができること、そうした社会関係

を形成する取引の種類についても明らかにされる。また、統御的システムにとっての価値

が、各種システムの統御的運動のあり方やシステムが相互に結んでいる社会関係によって

決まる社会の統御的力場のなかで、目的実現に資するようなどのような運動を独力で、あ

るいは、他のシステムと協力して、展開する余地があるかという点により決まるという形

式を備えていることが指摘される。

8章では、獲得された基礎的哲学理論の経済学への規範的含意が議論される。経済学が真
理の探究ばかりでなく、有用な知識の探究・そして制度改良によって実現可能な社会的価

値のあり方の探究にも従事する必要があることが明確にされる。また、そうした課題に取

り組むための方法論的含意についても簡単に議論される。

9章では、哲学理論を踏まえたときに、制度改良についてどのような議論を展開する余地
があるかを示すための試論として、社会的価値の実現を促すような力を生む補助貨幣の導

入について論じられる。事実の裏付けのない推測を大いに含んだ粗雑な内容ではあるが、

主流派経済学の枠組みでは分析できない、価値判断の形成に制度が影響を及ぼすメカニズ

ムを視野に収める必要のある問題について扱うことができる可能性と、それを扱う議論が

哲学理論を踏まえたときにどのような点に留意してなされることになるかが示される。

最後に、10章では結論が述べられる。哲学的基礎づけの試みについては、パースのプラ
グマティズムの発想を応用することで、社会的統御の文脈で優先的に応用されるべき仮説

として位置付けられるものを探るという文脈に照らしたとき、知性的説得可能性がより大

きいことを認める経験的証拠とも整合的な説を基礎的哲学理論として擁護する余地がある

ことを明らかにすることができたことが、本稿の最大の意義とされる。そして、J.デューイ
やコモンズなどのパース的プラグマティズムを継承した人々の議論を参考にすることで、

パースの哲学説を再構成して獲得された基礎的哲学理論を社会における形式的真理につい

ての仮説を含む体系へと拡張して、経済学への含意を探ることができたことも指摘される。

現代社会の抱える問題に適切な処方箋を与えられていないという経済学の抱える問題を解

決することは叶わなかったものの、その可能性を示すことはできたと結論される。


